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松江英夫 Hideo Matsue
デロイト トーマツ グループ 執行役

社会構想大学院大学 教授

大学院大学至善館 特任教授

事業構想大学院大学 客員教授

中央大学ビジネススクール 大学院戦略経営研究科 客員教授

経済同友会幹事（統合政策委員会、経済・財政・金融・社会保障委員会、シンクタンクPT委員長）

国際戦略経営研究学会理事

内閣府、経産省、国交省ほかで各種政策委員を歴任

フジテレビ 「Live News α」 レギュラーコメンテーター（金曜日）

日本テレビ 「真相報道 バンキシャ」 ゲストコメンテーター

経営戦略及び組織変革、経済政策が専門。企業経営のコンサルティングから政府の経済政策に関するアドバイス・政策提言に至る

まで、ミクロからマクロまで幅広く精通し、産・官・学・メディアにおいて豊富な経験を有する。
 

主な著書

『ウエルビーイングのジレンマ 幸福と経済価値を両立させる新たなつながり』（企画・監修・共著）

（日経BP 2025年）

『価値循環の成長戦略 人口減少下に“個が輝く”日本の未来図』（企画・監修・共著）（日経BP 2024年）

『価値循環が日本を動かす 人口減少を乗り越える新成長戦略』（企画・監修・共著）（日経BP 2023年）

『「脱・自前」の日本成長戦略』（新潮社 2022年） 

『両極化時代のデジタル経営—共著：ポストコロナを生き抜くビジネスの未来図』（ダイヤモンド社 2020年）

『自己変革の経営戦略～成長を持続させる3つの連鎖』（ダイヤモンド社 2015年）他多数
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フードテックの成長戦略に求められる需要家・投資家の視点
フッドテックにおける成長戦略を実現に向けて、需要側や投資家の視点に立ち、技術や製品開発力を“新たな需要”に結び付

ける「市場創造」が重要となる

技術や

製品開発力を

“新たな需要”

結びつける

「市場創造」へ

技術の商用化・競争力強化に向けた

エコシステム形成

国際市場における市場競争力を生む

ルール形成

日本の強み

技術力・製品力

需要家 (=買い手)

グローバルマーケットにおける

新たな需要の創出

顧客を獲得し対価に結び

付ける“需要側”の強化

投資家 (=お金の出し手)

国内・海外投資家からの

ファイナンス促進

投資リスクを抑え

技術や市場の魅力を向上
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“成長戦略”に向けた包括的な政策支援
特にフードテックの領域においては、個別の投資に限らず市場形成につながる政策パッケージが有効である

投資

(ファイナンス)

エコシステム

形成

需要創出

ルール形成

民間投資を呼びこむための投資戦略

• 近年のフードテック領域における民間投資、特にVC投資は減少傾
向・二極化の傾向。将来リスクが高い領域に対しては、政府機関、

民間金融機関などの資金を戦略的に組み合わせて、リスクを分
散しつつ民間資金の流入を促す仕組みを作ることが有効

新たなルール形成・国際標準化の促進

• 新たなルール形成・標準化の支援を進めることにより国際競争力

の強化や影響力の向上、さらには市場創出、受容性の向上、設
備導入のコスト低減につなげる

需要の創出を促す政府調達・オフテイク契約

• 政府調達やオフテイク契約等を活用した需要創出政策の推進は、

売上の確保・拡大を通じてフードテック企業の成長促進効果を生
みだす

産学官連携やバリューチェーンを横断したエコシステム形成

• フードテックの競争力強化や新規市場への参入強化に向け、産学

官の連携や生産ー流通ー販売の食バリューチェーンを横断した連
携やエコシステム形成が重要

市
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• 欧州等では代替たんぱくの領域において、民

間投資を呼びこむ方策としてブレンデッド・
ファイナンス等の手法も活用

• 欧州、米国ではイノベーション調達制度を整

備し、政府等公的機関においてイノベーティ
ブな技術やサービスの調達を促進する仕組み

• 2025年10月にはISOにおいて植物由来食品
の表示規格が発表されるなど、国際標準
化・ルール形成が進む

• 欧州においてはオランダのFood Valley、スイ
スのSwiss Food & Nutrition Valleyなど食

品関連企業と大学、研究機関が集約した
エコシステムが形成

事例

事例

事例

事例
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